
再評価（再々評価）個表 

事 業 名 広域河川改修事業 事業主体 愛媛県 

施設･工区名等 (二)浅 川
あさがわ

 事業箇所 今治市 大新田
おおしんでん

～矢田
や た

 

事業主旨 

本河川は、今治市の中心部を流下しているが、河道が狭小であること

や、取水堰等の狭窄部を有することから、家屋や農地の浸水被害が発生

している。 

このため、河積の拡大、塩害防止等を行い、洪水時における浸水被害

の軽減を図り、住民生活及び生産活動の安定を図るものである。 

再評価の 

実施理由 
「再々評価実施後５年が経過して継続中」の交付金事業 

１．地域の概要 

浅川は、その源を今治市奥
おく

矢田
や た

に発し、支川山
やま

田川
だ か わ

、日
ひ

吉川
よしがわ

、鴨川
かもがわ

と合流したのち、今

治市市街地北部で燧灘
ひうちなだ

に注ぐ、流域面積１２．６ｋｍ２、流路延長４．２ｋｍの二級河川

である。 

流域の上流部は水田・畑が多い田園地帯として利用されており、山地部の畑は主に果樹

園である。中・下流部は市街地であり、今治市における社会、経済、文化の基盤を成して

いる。また、西瀬戸自動車道今治インターチェンジ周辺は「今治新都市」として都市計画

決定され、市街地整備が図られている。 

２．事業概要及び事業経緯 

事業採択 昭和４８年 完成予定 平成４５年 

用地着手 昭和４９年 工事着手 昭和５２年 

全体事業費 １７,０６４百万円(うち用地補償費：７，６９６百万円) 

(1)事業概要 

改修区間６,８３０ｍ 

築堤２７,２６１ｍ３、掘削２８１,１５０ｍ３、 

護岸１０,５３８ｍ、樋門樋管３基、床止工１基、 

帯工４基 道路橋４５橋、鉄道橋１橋、 

堰１２基、堤内水路３,３１５ｍ 

(2)事業経緯 

昭和４８年   中小河川改修事業採択 

昭和５１年   工事実施基本計画策定 

平成２１年３月 河川整備基本方針策定 

平成２５年３月 河川整備計画策定 
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３．事業の必要性及び整備効果等 

(１)事業の必要性  

事業区間の未改修区間においては、河道が狭小な人家密集地が残されており、治水上の

ネック箇所となっているため、家屋や農地に浸水被害が発生していることから、河積の拡

大や横断工作物の改築を行うことにより、浸水被害軽減を図る必要がある。 

(２)事業の整備効果  

浅川は、年超過確率１/５０（毎年、１年間にその規模を超える洪水が発生する確率が

1/50（2％））、支川山田川、日吉川については年超過確率１/３０（毎年、１年間にその規

模を超える洪水が発生する確率が1/30（3.3％））の規模の洪水を安全に流下させることを

目的に河川改修を行っており、これにより家屋７，３０９戸、農家７７戸、事業所１，８

４１戸、農地１８ｈaの浸水被害の軽減を図ることができる。 

(３)事業を巡る社会経済情勢等の変化  

【地域の開発状況】 

河川整備により治水安全度が向上した地域については、病院及び老人ホーム等が開設

されている。 

 

【地域の協力体制】 

事業の進捗に伴い、浸水被害は軽減されており、地元の事業に対する評価は高い。 

 

４．事業の進捗状況及び進捗の見込み 

(うち用地補償費) 

Ｈ２９末投資事業費 

(６，３２１百万円) 

１４，５３６百万円  

[進捗率：８２．１％](事業費換算) 

[進捗率：８５．２％](事業費換算) 

(１)事業の進捗状況  

平成２９年度末において、事業進捗率で約８５．２％、用地買収についても約８２．１％

の進捗率となっている。当事業区間は、橋梁や取水堰等の横断構造物が多いことから、地

元協議等に不測の日数を要し、当初より事業進捗が遅れているが、概ね事業は順調に進ん

でいる。 

(２)これまでの整備効果  

浅川、山田川については改修事業が完了している。 

日吉川については、平成２９年度末までに浅川合流点から９８０ｍ間の改修が完成し、

浸水被害の軽減が図られている。 

(３)今後の事業進捗の見込み  

今後は、今治市の協力も得ながら上流側の取水堰の地元協議を計画的に進めるととも

に、用地買収については、事業認定手続きを活用しながら円滑な取得に努め、平成４５年

度の事業完了を目指して進捗を図る。 
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５．事業の投資効果（費用対効果分析） 

（１）費用便益比 

Ｃ：総費用    ＝ ４７,７９０百万円 

   ・建設費     ４６,７８８百万円 

    ・維持管理費    １,００２百万円 

 

Ｂ：総便益    ＝８３５,９０７百万円 

  ・一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所、農漁家）及び農作物被害 

  ・公共土木施設等被害（県道桜井山路線、市道）等 

  ・間接被害（営業停止損失、家庭・事業所の応急対策費用） 

  ・想定氾濫区域内の資産 

  ・残存価値 

家  屋 ７,３０９戸    農  家 ７７戸 

事 業 所 １,８４１事業所  農  地 １８ha 

 

 Ｂ／Ｃ  ＝８３５,９０７／４７,７９０＝１７．４９ 

 

６．コスト縮減や代替案立案等の可能性 

工事施工に当たっては、埋戻し材料及び盛土材料に建設発生材を有効活用し、コスト縮

減を図る。 

また、残土搬出については公共工事間流用が図れるよう、各関係機関との情報交換を積

極的に行う。 

７．そ の 他 

環境に配慮した河川改修を目的とし、生物の生息・生育環境の保全・再生を図るため環

境保全型護岸を使用する。 

市街地での工事であるため、環境に配慮した低騒音及び低振動もしくは無振動の工法に

て施工する。 

８．対応方針（素案） 

本事業を『継続』としたい。 
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１．流域の概要                          

浅川は、その源を今治市奥
おく

矢田
や た

に発し、支川山
やま

田川
だ が わ

、日
ひ

吉川
よしがわ

、鴨川
かもがわ

と合流したのち、今治市市街

地北部で燧灘
ひうちなだ

に注ぐ、流域面積１２．６ｋｍ２、

流路延長４．２ｋｍの二級河川である。 

また、西瀬戸自動車道今治インターチェンジ周

辺は「今治新都市」として都市計画決定され、市

街地整備が図られている。 

流域の上流部は水田・畑が多い田園地帯として

利用されており、山地部の畑は主に果樹園である。    図１－１ 位置図 

中・下流部は市街地であり、今治市における社 

会、経済、文化の基盤を成している。                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２ 流域図 
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２．事業概要及び事業経緯                    

 

（１）事業概要 

【計画内容】 

浅川流域における本事業箇所は、過去において度々浸水被害が発生しており、

昭和５０年６月の洪水では、浸水面積１．１ｈａ，浸水家屋２９戸の被害が発

生した。 

本事業は災害発生時の公共施設や家屋、農地の浸水被害軽減を目的として、

昭和４８年度から中小河川改修事業として着手されたものであり、浅川は、年

超過確率１/５０（毎年、１年間にその規模を超える洪水が発生する確率が 1/50

（2％））、支川山田川、日吉川については年超過確率１/３０（毎年、１年間に

その規模を超える洪水が発生する確率が 1/30（3.3％））の規模の洪水を安全に

流下させる計画としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ 平面図 
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 〔整備済区間〕 

浅 川 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－１ ＳＰ１３００付近の現況写真  写真２－２ ＳＰ２８００付近の現況写真 

日吉川 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－３ ＳＰ４００付近の現況写真   写真２－４ ＳＰ６２０付近の現況写真 

図２－２ 標準断面図（浅川） 

図２－３ 標準断面図（日吉川） 
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山田川 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－５ ＳＰ６０付近の現況写真    写真２－６ ＳＰ２１０付近の現況写真 

 

 

図２－４ 標準断面図（山田川） 
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 〔未整備区間〕 

日吉川 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－７ ＳＰ１０８０付近の現況写真   写真２－８ ＳＰ１７４０付近の現況写真 

 

 【河川改修の概要】 

施工延長：６,８３０ｍ 

築堤：２７,２６１ｍ３、掘削：２８１,１５０ｍ３、 

護岸：１０,５３８ｍ、樋門樋管：３基、床止工：１基、 

帯工：４基、道路橋：４５橋、鉄道橋：１橋、 

堰 ：１２基、堤内水路：３,３１５ｍ 

 

 【堤防整備】 

本事業対象区間においては、魚類をはじめとする多様な生物の生息空間が確

保されている。 

このため、護岸設計においては、環境保全型護岸を採用するなど、周辺環境

に配慮した。 

 

（２）事業経緯 

昭和４８年 中小河川改修事業採択 

昭和５１年 工事実施基本計画策定 

昭和５２年 工事着手 

平成２１年 河川整備基本方針策定 

平成２５年 河川整備計画策定 

 

図２－５ 標準断面図（日吉川） 
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３．事業の必要性及び整備効果等                  

（１）事業の必要性 

事業区間の未改修区間においては、河道が狭小な人家密集地が残されており、

治水上のネック箇所となっているため、家屋や農地に浸水被害が発生している

ことから、河積の拡大や横断工作物の改築を行うことにより、浸水被害軽減を

図る必要がある。 

また、浅川流域には生活に欠かすことのできない重要な施設が多数存在する。 

 

 【洪水時】 

 

 

 

 

 

 

 

 

片山地区                  片山地区 

写真３－１ 洪水時の状況（平成９年７月２日：梅雨前線豪雨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

片山地区                  別名地区 

写真３－２ 洪水時の状況（平成１６年１０月２０日：台風２３号） 

 【平常時】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浅川ＳＰ３９００付近           日吉川ＳＰ５０付近 

写真３－３ 平常時の状況（平成３０年５月） 
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写真３－４ ＪＲ今治駅           写真３－５ 今治市役所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３－６ 今治西高等学校        写真３－７ 市立日高小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３－８ 今治市医師会市民病院       写真３－９ 済生会今治第二病院 
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（２）事業の整備効果 

浅川は、年超過確率１/５０（毎年、１年間にその規模を超える洪水が発生する

確率が 1/50（2％））、支川山田川、日吉川については年超過確率１/３０（毎年、

１年間にその規模を超える洪水が発生する確率が 1/30（3.3％））の規模の洪水を

安全に流下させることを目的に河川改修を行っており、これにより家屋７，３０

９戸、農家７７戸、事業所１，８４１戸、農地１８ｈa の浸水被害の軽減を図る

ことができる。 

 

【改修前】             【改修後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３－１０ 浅川（ＳＰ４０００付近） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３－１１ 日吉川（ＳＰ２７０付近） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３－１２ 山田川（ＳＰ２１０付近） 
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（３）事業を巡る社会経済情勢等の変化 

 【地域の開発状況】 

河川整備により治水安全度が向上したことにより、平成１５年１１月には、

日吉地区に済生会今治第二病院が開設、また平成２５年２月には馬越地区に老

人ホームが開設されるなど、浅川流域には生活に欠かすことの出来ない重要な

施設が増加している。 

また、本水系の上流部では「今治新都市」が完成し、浅川、日吉川の上流域

となる第１地区には企業等が進出している。山田川の上流域となる第２地区に

は分譲団地が造成され、新しい住宅が建設されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３－１３ 済生会今治第二病院（日吉地区） 写真３－１４ 老人ホーム（馬越地区） 

（ブロック１）                 （ブロック４）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３－１５ 今治新都市第１地区          写真３－１６ 今治新都市第２地区 

      （浅川、日吉川上流域）                （山田川上流域） 

 

 

【地域の協力体制】 

改修工事による浸水被害軽減の効果は大きく地元における事業に対する評価

は高い。用地買収についても、地権者の協力が得られ順調に進んでいる。 
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【過去の災害実績】 

浅川流域では度々浸水被害が発生している。 

近年においては、平成１６年の台風２３号による豪雨により、家屋の浸水被

害が発生している。 

なお、主な過去の被害状況は次の通りである。 

 

表３－１ 主な過去の災害実績一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水面積
床下 床上 （ha)

昭和４４年   6/20 ～ 7/14 4 0 4 梅雨前線豪雨 内水
  6/ 3 ～ 7/18 29 0 1.1 梅雨前線豪雨 内水
  9/ 3 ～ 9/ 9 15 0 0.4 豪雨 内水

昭和５１年   9/ 7 ～ 9/14 8 1 0.4 台風第１７号 内水および溢水
昭和５４年   6/13 ～ 8/ 8 5 0 0.1 豪雨 内水および溢水
昭和５７年   7/ 5 ～ 8/ 3 1 0 0.1 台風第１０号 内水
平成　９年   7/ 2 ～ 7/18 17 0 0.2 梅雨前線豪雨 内水

  6/24 ～ 6/28 1 0 0.015 梅雨前線豪雨 溢水
 10/18 ～10/22 5 0 0.09 台風第２３号 溢水

内水・溢水

昭和５０年

平成１６年

年 月 日 浸水戸数 　気象原因
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４．事業の進捗状況及び進捗の見込み                    

 

（１）事業の進捗状況 

本事業は、昭和４８年に中小河川改修事業の採択を受け、昭和４９年から用

地買収に着手し、平成２２年には浅川、山田川の改修が完了し、現在、残る支

川日吉川の改修を行っている。 

平成２９年度末では、事業進捗率で８５．２％、用地買収についても、８２．

１％の進捗率となっている。当事業区間は、橋梁や取水堰等の横断構造物が多

いことから地元協議等に不測の日数を要しているが、今治市と協力しながら、

概ね事業は順調に進んでおり、平成２９年度末には、日吉川で浅川合流点から

９８０ｍ間の堤防・護岸整備が完了している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ 事業進捗状況平面図 
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（２）これまでの整備効果 

平成２２年には浅川、山田川の改修が完了しており、日吉川については平成２

９年度末には、横断工作物等の改築などを含む浅川合流点から９８０ｍ間の堤

防・護岸整備が完了し、河積の拡大により浸水被害の軽減が図られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真４－１ 整備状況（浅川ＳＰ２０００付近） 写真４－２ 整備状況（浅川ＳＰ３９００付近） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真４－３ 整備状況（日吉川ＳＰ５０付近） 写真４－４ 未整備状況（日吉川ＳＰ２２００付近） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真４－５ 整備状況（山田川ＳＰ１２０付近） 写真４－６ 整備状況（山田川ＳＰ２２０付近） 
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平成１６年１０月には、浅川流域において総雨量２２３ｍｍの集中豪雨が発生したが、

同規模の昭和４７年９月の集中豪雨で発生した被害に比べて大幅に浸水被害の軽減が

図られている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 4-2 昭和４７年９月の集中豪雨と平成１６年１０月の 

台風２３号での雨量と浸水被害比較 

 

 

昭和 47 年浸水範囲 

平成 16 年浸水範囲 

S48～H16 整備済区間 
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年
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浸水戸数（戸）
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年
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（３）今後の事業進捗の見込み 

平成２９年度末において、事業進捗率で約８５．２％、用地買収についても 

約８２．１％の進捗率となっている。 

当事業区間は、橋梁や取水堰等の横断構造物が多いことから、地元協議等に

不測の日数を要しているが、概ね事業は順調に進んでいる。 

今後も、今治市の協力も得ながら地元協議を計画的に進めるとともに、用地

買収については、事業認定手続きを活用しながら円滑な取得に努め、平成４５

年度の事業完了を目指して進捗を図る。 

 

 

表４－１ 事業計画工程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業採択 基準年度 完成予定年度

↓ ↓ ↓

48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45

項目
昭和 平成

：今回工程

：前回工程（Ｈ２５再々評価時）

測量・設計

用地・補償費

築堤・護岸工

樋門・樋管

床止・帯工

付帯工事
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５．事業の投資効果（費用対効果分析）               

 

1.対象とする便益の考え方 

河川事業における便益は、治水事業の諸効果のうち、経済的に評価できるものを

便益として把握するとともに、一方で治水事業を実施するための費用及び施設の維

持･管理に要する費用を算定し、両者を比較することにより当該事業の経済性を評

価するものである。 

便益の算定については、氾濫シミュレーションにより、想定する氾濫源に洪水を

発生させて氾濫被害額を算出し、事業実施の有無による被害額の差分から便益を求

める。 

 

2.氾濫被害額の算定 

2-1 条件設定 

(1)氾濫区域の設定 

左右岸の地形及び構造物を考慮し、氾濫区域を８ブロックに設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 浅川における氾濫区域 

9 9

8 8

7 7

6 6

5 5

4 4

3 3

7 9 08

ブロック分割図
S=1:25,000

ﾌﾞﾛｯｸ4

ﾌﾞﾛｯｸ6

ﾌﾞﾛｯｸ5

ﾌﾞﾛｯｸ7

ﾌﾞﾛｯｸ8

ﾌﾞﾛｯｸ3

ﾌﾞﾛｯｸ2

ﾌﾞﾛｯｸ1

　　　　　 想定氾濫区域
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(2)設定洪水量（５ケース） 

 

表５－１ 浅川の洪水条件 

降雨確率 

１/２．９ 

１/５ 

１/１０ 

１/３０ 

１/５０ 

 

 

 

2-2 氾濫解析 

上記で設定した洪水条件ごとに、氾濫シミュレーションを実施し、氾濫区域内

の浸水区域及び浸水深を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２ 洪水条件１／５０ における氾濫解析結果（浸水深） 
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2-3 氾濫被害額の算定 

各流量規模において、氾濫解析より算出された浸水深等から、浸水による「直接被

害額」及び直接被害額から波及的に生じる「間接被害額」を氾濫被害額として算定す

る。 

(1)直接被害額の算定 

浸水による被害を直接受けるものとして、次の資産を対象とする。 

直接被害額については、一般資産及び農作物は資産額に浸水深に応じた被害率を

用いて被害額を算定するものとし、公共土木施設等は一般資産被害額との比率を用

いて算定するものとする。 

なお、浸水深に応じた被害率は、治水経済調査マニュアル(Ｈ１７．４)によるも

のとする。 

 

① 家屋被害 

住居用・事業所用建物の被害として、浸水深に応じた被害率を乗じて家屋被害

額を算定する。 

 

家屋被害額 ＝ 延床面積 × 家屋１ｍ２ 評価額 × 被害率 

(ｍ２)   (千円/ｍ２) 

 

【算定例 洪水条件１/５０ における家屋被害額(地盤勾配Ａ,ブロック６)】 

浸水深４５ｃｍ未満 ２６０,９８０（千円）＝ ４５,９９９（ｍ２） 

× １７７．３（千円/ｍ２）× ０．０３２ 

 

② 家庭用品被害 

家庭用品の被害として、浸水深に応じた被害率を乗じて家庭用品被害額を算定

する。 

 

家庭用品被害額 ＝ 世帯数 × 家庭用品評価額 × 被害率 

(世帯)   (千円/世帯) 

 

【算定例 洪水条件１/５０ における家庭用品被害額(ブロック６)】 

浸水深４５ｃｍ未満 ６０,４５３（千円）＝ ２２０（世帯） 

× １３,０８５（千円/世帯）× ０．０２１ 
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③ 事業所償却、在庫資産被害 

事業所における償却資産、在庫資産被害として、浸水深に応じた被害率を乗じ

て事業所償却被害額を算定する。 

 

事業所償却 ＝ 償却資産評価額 × 産業分類別 × 被害率 

・在庫資産    在庫資産評価額     従業者数 

被害額   (千円/人)          (人) 

 

【算定例 洪水条件１/５０ における製造業事業所償却資産被害額 

(ブロック６)】 

浸水深４５ｃｍ未満 １２,０５１（千円）＝４,８６９（千円/人） 

× ２５．０（人）× ０．０９９ 

 

【算定例 洪水条件１/５０ における製造業事業所在庫資産被害額 

(ブロック６)】 

浸水深４５ｃｍ未満 ６，１６４（千円）＝ ４,４０３（千円/人） 

× ２５．０（人）× ０．０５６ 

 

④ 農漁家資産償却、在庫資産被害 

農漁家における償却資産、在庫資産被害として、浸水深に応じた被害率を乗じ

て事業所償却被害額を算定する。 

 

農漁家償却 ＝ 償却資産評価額 × 農漁家   × 被害率 

・在庫資産    在庫資産評価額      世帯数 

被害額   (千円/人)         (世帯) 

 

【算定例 洪水条件１/５０ における農漁家償却資産被害額(ブロック６)】 

浸水深４５ｃｍ未満 ９１５（千円）＝ １,６７５（千円/人） 

× ３．５（世帯）× ０．１５６ 

 

【算定例 洪水条件１/５０ における農漁家在庫資産被害額(ブロック６)】 

浸水深４５ｃｍ未満 ３４１（千円）＝ ４８９（千円/人） 

× ３．５（世帯）× ０．１９９ 
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⑤ 農作物被害 

農作物被害として、浸水深及び浸水日数に応じた被害率を乗じて農作物被害額

を算定する。 

 

農作物資産 ＝ 単位面積当たり × 水田・     ×  農作物      ÷ １０００ 

被害額     の農作物評価額    畑面積      年平均収量 

(千円/t)      (１０ｱｰﾙ)   (kg/１０ ｱｰﾙ) 

 

× 被害率 

 

 

 

【算定例 洪水条件１/５０ における農作物被害額：水稲(ブロック６)】 

浸水深５０ｃｍ未満  １６３（千円）＝ ２００（千円/t） 

× ７．８（１０ ｱｰﾙ）×４９８（kg/１０ｱｰﾙ） 

÷ １０００ × ０．２１０ 

 

⑥ 公共土木施設被害 

公共土木施設として、一般資産被害額に施設等に応じた比率を乗じて公共土木

施設等の被害額を算定する。 

 

公共土木施設等被害額 ＝ 一般資産被害額（千円） × 被害率 

 

※一般資産被害額とは、家屋、家庭用品、事業所資産(償却・在庫)、農漁 

家資産(償却・在庫)被害額の合計である。 

 

【算定例 洪水条件１/５０ における公共土木施設等被害額(ブロック６)】 

浸水深４５ｃｍ未満 ５７７,４９１（千円）＝３４０,９０４（千円） 

× １．６９４ 
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(2)間接被害 

洪水氾濫による間接的な被害のうち、経済評価可能な３ 項目について被害額を

算定する。 

 

 

① 営業停止損失 

浸水した事業所の生産や公共・公益サービスの停止・停滞に対する損失として、

営業停止損失を算定する。 

 

営業停止被害額 ＝ 従業員数(人) × 停止日数(日)   × 付加価値額 

+停滞日数(日)/２   (千円/人) 

 

【算定例 洪水条件１／５０ 製造業における営業停止損失 

（浸水深４５ｃｍ未満）(ブロック６)】 

４，８２１（千円）＝２５．０（人）× {３．０(日)+６．０(日)/２}  

× ３２．１４２（千円/人） 

 

② 家庭における応急対策費用 

浸水した世帯における清掃労働及び代替活動に対する支出負担として、家庭に

おける清掃労働対価及び代替活動等に伴う支出増を算定する。 

 

清掃労働対価 ＝ 浸水世帯数 × 労働単価 × 浸水日数 

(世帯数)   (千円/日)     (日) 

 

【算定例 洪水条件１／５０ 家庭における清掃労働対価 

（浸水深４５ｃｍ未満）(ブロック６)】 

９,７６２（千円）＝２２０（世帯）× １１.０９３（千円/世帯・日） 

× ４．０（日） 

 

代替活動の出費 ＝ 浸水世帯数(世帯数) × 被害単価(千円/世帯) 

 

【算定例 洪水条件１／５０ 家庭における代替活動の出費 

（浸水深４５ｃｍ未満）(ブロック６)】 

１８,１５０（千円）＝２２０（世帯）× ８２．５（千円/世帯） 
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③ 事業所における応急対策費用 

浸水した事業所における代替活動に対する支出負担として、事業所における代

替活動等に伴う支出増を算定する。 

 

代替活動の出費 ＝ 浸水事業所数(事業所) × 被害単価(千円/事業所) 

 

 

【算定例 洪水条件１／５０ 事業所における代替活動の出費 

（浸水深４５ｃｍ未満）(ブロック６)】 

１５,６９８（千円）＝３３．４（事業所）× ４７０（千円/事業所） 
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3.便益の算定 

3-1 年平均被害軽減期待額の算定 

洪水条件ごとに算出された氾濫被害額（直接被害額＋間接被害額）から、事業実

施の有無による被害軽減額に洪水の生起確率を乗じ、年平均被害軽減期待額を算出

する。 

 

    表５－２ 年平均被害軽減期待額算出表 

 

 

3-2 総便益の算定 

算定された年次毎の被害軽減期待額が整備期間中と整備期間後（５０年間）に発

生するものとし、平成３０年度を基準年度として,物価指数や社会的割引率（４％）

を用いて現在価値化し、これらを合計したものが総便益となる。

流量規模 

(m3/S) 
超過確率 

被害額（百万円） 区間平均 

被害額④ 

(百万円) 

区間確率⑤ 

年平均被害額 

④×⑤ 

(百万円) 

年平均被害額の累計 

=年平均被害額軽減

期待額(百万円) 

事業を実施 

しない場合① 

事業を実施 

した場合② 

軽減額 

③=①-② 

1/2.9 0.345 0 0 0 
21,799 0.144828 3,157 3,157 

1/5 0.200 43,597 0 43,597 

49,035 0.100000 4,904 8,061 

1/10 0.100 54,472 0 54,472 

56,531 0.066667 3,769 11,830 

1/30 0.033 58,590 0 58,590 

59,551 0.013333 794 12,624 
1/50 0.020 60,511 0 60,511 
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4.費用の算定 

4-1 総費用 

1) 建設費 

建設費としては治水施設整備に必要な直接的な費用である本工事費、施設整備

に伴い付随的に生じる附帯工事費、事業に必要な用地補償費、間接費及び工事諸

費を積算するものであり、施設の完成に必要な事業費を算定する。 

 

2) 現在価値化 

建設費及び便益については、評価の基準を評価年次に揃えるため、現在価値化

する必要があり、社会的割引率（４％）と物価指数（デフレータ）を必要に応じ

て掛けて現在価値化を行う。 

 

4-2 維持管理費 

維持管理費は、総事業費の０．５％(８４．０百万円)を完成後５０年間見込む。 

 

4-3 総費用 

総費用は、完成までの建設費と完成後の維持管理費の和で表される。 

総費用＝建設費+維持管理費 

 

 

 

5.費用便益費の算出 

 

 表５－３ 費用及び便益 

便益 

整備期間中の便益 ６，８４９．０２億 

事業完成時から５０年間の便益 １，５０５．６６億 

残存価値 ４．３９億 

合  計 ８，３５９．０７億 

費用 

建設費 ４６７．８８億 

維持管理費 １０．０２億 

合  計 ４７７．９０億 

 

費用便益比＝８，３５９．０７／４７７．９０＝１７．４９ 
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６．コスト縮減や代替案等の可能性                 

工事施工に当たっては、埋戻し材料及び盛土材料に建設発生材を有効活用し、

コスト縮減を図る。 

また、残土搬出については公共工事間流用が図れるよう、各関係機関との情報

交換を積極的に行う。 

 

 

７．そ の 他                          

河川工事の実施に際し、河道が過去の改修によって単調な形状になっている現状を

踏まえ、過去の河川の姿や現在の生物の生息、生育状況を把握した上で、瀬や淵の復

元や魚類等の移動の連続性を確保するために魚道を設置する等、自然環境の保全・復

元に努めている。 

また、河岸では、植生が回復するように環境保全型護岸使用するなど水際における

多様性の確保や、人と川のふれあいの場となるよう親水性に配慮した整備を行うもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真７－１ 取水堰に併設している魚道   写真７－２ 環境保全型ブロック護岸 

 

 

８．対応方針（素案）                       

 

本事業については、 

・未改修区間においては、河道が狭小な人家密集地が残されており、家屋や農

地に浸水被害が発生している状況にあり、早期に浸水被害軽減を図るため、

継続して河川改修を行う必要があること。 

・費用便益費（Ｂ／Ｃ）はＢ／Ｃ＞１．０であり、事業効果が見込めること。 

・本事業の実施により、既往浸水地区の浸水被害軽減が図れること。 

等を総合的に判断し、継続としたい。 
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９．事 業 概 要 対 比 表 

 

広域河川 

改修事業 

（二）浅川 

新規事業 

採択 

昭和48年度 

再評価 

 

平成10年度 

再々評価 

(再評価後 5 年) 

平成15年度 

再々評価 

(再々評価後5年) 

平成20年度 

再々評価 

(再々評価後5年) 

平成25年度 

再々評価 

(再々評価後5年) 

平成30年度 

変更理由 

事 

業 

概 

要 

計画延長等 

（ｋｍ） 
6.9009 6.9009 6.940 6.940 6.940 6.940  

総事業費 

（千円） 
5,400,000 11,043,000 14,900,000 17,064,000 17,064,000 17,064,000  

投資事業

費 

（千円） 

 7,483,400 9,137,000 12,531,200 14,050,700 14,535,700  

進捗率 

（％） 
 67.8 72.5 73.4 82.3 85.2  

完成予定 

年度 
－ － H24 H35 H40 H45 

土木事業予算の縮

減による見直し。 

事

業

の

投

資

効

果 

Ｂ／Ｃ － 3.14 2.68 22.21 21.00 17.49  

総費用Ｃ 

（億円） 
－ 

年費用： 

5.71 

年費用： 

6.01 
189.27 378.91 477.90 

評価基準年の変更

による現在価値化

係数（社会的割引

率）の上昇による。 

総便益Ｂ 

（億円） 
－ 

年便益： 

17.91 

年便益： 

16.08 
4,203.14 7,956.73  8,359.07 

精度が向上した氾

濫区域内の資産デ

ータの採用によ

る。 

 

28


	【提出】07-01再評価個表180904
	【提出】07-03説明資料180907修正



